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研究成果の概要（和文）：本研究は，気候変動に伴う環境質の変化による経済的影響を評価するために，自然環境の経
済的価値を評価するモデルを組み込んだ応用一般均衡モデルを開発し，それを用いた数値実験を行うものである．本研
究の知見は以下の通りである．①本研究のモデルは，部分均衡論アプローチから導出される消費者余剰では考慮されな
い価格変化及び所得変化を捉えることができる．②砂浜・干潟の侵食の経済的被害は，温暖化が進むと，北海道と東北
地域を除くほとんどの地域で大きくなる．③気候変動適応策としての砂浜・干潟の侵食に対する養浜事業の効果は，温
暖化が進むと，九州地方，近畿地方，瀬戸内海沿岸に属するいくつかの府県において効果的である．

研究成果の概要（英文）：In order to evaluate the impacts of environmental changes due to climate change 
on economic activities, the purposes of this study are to develop a computable general equilibrium model 
incorporated with environmental evaluation methods (a travel cost method and a contingent valuation 
method), and to analyze damages of the coastal erosion due to the sea level rise and some adaptation 
strategies numerically. The findings of this study are as follows. (1) The model developed in this study 
showed that it can evaluate changes in price and income that are not considered in a consumer surplus 
derived from a partial equilibrium approach. (2) Due to global warming, economic damages under the 
coastal erosion scenarios were shown to be more significant in most prefectures except Hokkaido and 
Tohoku region. (3) Some adaptation measures under the coastal erosion scenarios were shown to be more 
efficient in some prefectures in Kyushu region, Kinki region and the coast of Seto Inland Sea.

研究分野：環境経済学

キーワード： 気候変動　応用一般均衡モデル　積分可能性問題　砂浜・干潟　経済的被害　気候変動適応策
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１．研究開始当初の背景 
気候変動が自然環境や生態系，社会経済，

人体等，様々な側面に影響を及ぼすことは，
IPCC 等の報告をはじめとして多くの研究成果に
よって知られている．気候変動の影響は経済主
体の効用や生産の低下を引き起こし，経済主体
の行動の変化を通じて経済全体に影響を及ぼ
す．このような気候変動の経済的影響を定量的
に把握するために，様々な分析・評価手法の開
発が数多く行われてきている． 

第 1 に，これまで個別事例を対象とした環境
質の経済的価値を計測した研究は海外・国内を
問わず数多く存在する．例えば，わが国では栗
山ら（2005）1)，大野ら（2009）2)，吉田ら（2010）3)

は旅行費用法（TCM: Travel Cost Method），仮
想市場法（CVM: Contingent Valuation Method），
選択実験といった評価手法を用いて国立公園，
干潟やブナ林，森林公園整備に関する経済的
価値を計測している．しかしながら，これらの研
究を含むこれまでの環境質の経済的価値の計
測や保全政策の経済評価は，特定地域あるい
は特定事業を対象とした個別評価が中心である
ため，全国規模の経済評価を行うことができない．
また，これらの研究で用いられる評価手法は個
別事例を対象とした部分均衡論的アプローチを
採用しているため，環境質の変化や政策による
産業部門別の経済活動への影響や経済全体へ
の波及効果を計測することはできない．さらに，
部分均衡論的アプローチによる便益計測にお
いて，環境質や政策の変化に伴う価格変化や
所得変化は考慮できない． 
第2に，環境質の経済的価値の計測に用いら

れる部分均衡論的アプローチを，経済活動の変
化を総合的に記述する一般均衡論的アプロー
チの枠組みに統合しようと試みた研究も存在す
る．Seung et al.（2000）4)，高木ら（2002）5)は TCM
におけるレクリエーション需要関数を応用一般
均 衡 モ デ ル （ CGE: Computable General 
Equilibrium model）に統合することを試みている．
しかしながら，Seung et al.（2000）4)はレクリエー
ション需要関数に一般化交通費用が考慮されて
おらず，効用関数との理論的整合性がないこと
や，また高木ら（2002）5)はレクリエーション需要
関数が効用関数と独立に定式化されていること
から，両者の研究とも経済学における消費者行
動理論との整合性がない．さらに，これらの研究
は特定地域におけるレクリエーション需要関数
を応用一般均衡モデルに統合することを試みた
研究であり，全国レベルを対象とした研究では
ない． 

第 3 に本研究で用いる応用一般均衡モデル
は環境政策を初めとして経済政策，交通政策，
公共事業評価といったわが国の様々な政策評
価の場において用いられてきた．しかしながら，
応用一般均衡モデルを用いた環境政策の評価
において，TCM や CVM といった部分均衡アプ
ローチで計測される環境質の経済的価値（利用
価値・非利用価値）は考慮されず，包括的な環
境政策の経済評価を行った研究は申請者の知
る限り例を見ない． 

２．研究の目的 
 本研究は，気候変動による自然環境の喪失や
生物多様性の保全政策に関する経済評価への
応用に向けて，自然環境の物理的変化による経
済的影響を定量的に評価するために，自然環
境の経済的価値（利用価値/非利用価値）を計
測するための評価モデル（旅行費用法および仮
想市場法）を, 積分可能性問題から理論的・整
合的に組み込んだ応用一般均衡モデルの開発
を行うものである． 
 本研究における第 1 の目的は，自然環境の物
理的変化が経済活動に及ぼす影響を総合的に
評価するために，自然環境の経済的価値を計
測するために用いられる部分均衡論的アプロー
チを理論的・整合的に一般均衡論的アプローチ
に統合することである．すなわち，自然環境の物
理的変化による，経済活動の変化および波及効
果，経済活動に伴う汚染物質排出の変化，そし
て費用および便益の帰着を明らかにするために，
自然環境の利用価値を計測する TCM，および
自然環境の非利用価値を計測する仮想市場法
CVM に基づく評価モデルを統合した応用一般
均衡モデルを構築する． 
第 2 の目的は，自然環境の変化および保全

政策の経済評価を行うために，シナリオ作成お
よびシミュレーション分析を行うことである．すな
わち，自然環境の変化および保全政策に関す
るシナリオを作成し，それを用いたシミュレーショ
ン分析から経済活動に及ぼす影響および対策
効果の比較検討を行う． 
 
３．研究の方法 
 本研究の方法は，自然環境の経済的価値計
測手法を統合した応用一般均衡モデルの構築，
およびシミュレーション分析の 2 つから大別され
る．以下ではこれらの研究方法について示す． 
 
(1)環境評価手法を統合した応用一般均衡モデ
ルの構築 
第 1 段階では，自然環境の変化が経済活動

に及ぼす影響を評価するための応用一般均衡
モデルを定式化する．第 1 に，環境の利用価値
（レクリエーション価値）を応用一般均衡モデル
において考慮するために，環境に関する全国規
模のレクリエーション需要関数（訪問頻度関数）
の推定式から積分可能性問題（ Integrability 
Problem）を解くことにより，合成消費財，レクリエ
ーション・サイトへの訪問回数，およびレクリエー
ション・サイトの環境を独立変数とした効用関数
を誘導する．これによって，TCM におけるレクリ
エーション需要関数の推定式を消費者行動理
論と整合的に応用一般均衡モデルに統合する
ことが可能となる．また，レクリエーション・サイト
の環境が独立変数であるため，気候変動の影
響や土地利用変化によって環境が物理的に変
化した場合の直接的および間接的な経済的影
響を，応用一般均衡モデルを通じて把握するこ
とができる．第 2に，環境の非利用価値は誘導さ
れた効用関数と整合的な CVM を適用すること
により求めることができる．つまり，CVM による計



測値に所得の限界効用を乗じた項を前段にお
いて誘導された効用関数に加えることにより消
費者行動理論と整合的な効用関数を誘導する
ことができる．このように，TCM および CVM によ
って計測される利用価値（レクリエーション価値）
および非利用価値（存在価値）を組み込んだ効
用関数を誘導することにより，環境の経済的価
値を理論的に整合した応用一般均衡モデルの
枠組みを示すことができる．応用一般均衡モデ
ルの構築に関しては，日本全国モデルを基本と
するものの，地域別の分析を想定し，都道府県
を単位とした空間的モデルにまで拡張する．企
業の生産行動に関しては，多段入れ子型 CES
（Constant Elasticity of Substitution）関数形を想
定し，各要素の代替性を考慮した定式化を行う．
企業は資本と労働から成る生産要素，および中
間財を投入し生産を行うとする． 
第 2 段階では，経済データの整備，および応

用一般均衡モデルにおけるパラメータ推定を行
う．本研究は基準年の均衡状態を再現するため
に，日本全国モデルは 2005 年産業連関表を，
一方で多地域モデルは石川ら（2004）6)による平
成 12 年度（2000 年）47 都道府県地域間産業連
関表を用いる．産業部門分類は 30 部門とし，自
然環境に関連すると考えられる第 1 次産業に関
しては農業，林業，漁業を区分する．また，CO2
排出に関連する電力，非電力（ガス，石油・石炭
製品）は区分する．最終需要項目については，
民間消費，民間投資，政府支出，輸出入によっ
て把握する．一方，パラメータ推定は産業連関
表に基づくキャリブレーション法を用いるが，推
定できないパラメータについては，既存研究の
推定結果を用いる．そして，計算可能となった応
用一般均衡モデルにおいて，任意の収束判定
基準を満足する基準均衡解を求めることにより，
現況再現性とモデルの挙動を確認する． 
 
(2)砂浜・干潟の侵食シナリオの作成とシミュレー
ション分析 

第一段階では，構築したモデルの挙動を確
認し，かつ環境質の変化による家計行動の変化
を通じた厚生分析を行うために，簡便なシナリオ
を作成する．ここでは，環境質の変化を気候変
動に伴う海面上昇による砂浜浸食として捉え，
砂浜浸食率を10%から90%まで10%刻みで変化さ
せる感度分析シナリオを作成する．また，砂浜浸
食の参考値として，三村ら （1994）7)の気候変動
に伴う海面上昇が引き起こす 3 つの砂浜浸食率
の予測値を用いたシミュレーション分析を気候
変動シナリオとして行い，大野ら （2009）8)の試
算結果を参考として比較する． 

第二段階では，より現実的な気候変動による
自然環境の物理的変化（砂浜・干潟の侵食）を
想定したシナリオを作成する．ここでは，砂浜や
干潟の面積の変化を物理的変化として捉えるた
めに，Udo et al. （2013）9)に基づき 2031-2050
年および 2080-2100 年の 2 時点において，4 つ
の 代 表 的 濃 度 経 路 （ RCP: Representative 
Concentration Pathway ）シナリオ （ RCP2.6 ，
RCP4.5，RCP6.0，RCP8.5）による砂浜侵食率を

用いる．次に，気候変動適応策として砂浜・干潟
の侵食に対する養浜事業を想定するために，わ
が国における代表的な 7 つの養浜事業の単位
面積当たり平均費用（18,276 円/m2）を用いるこ
とによって，適応策シナリオを作成する． 
第三段階では，気候変動に伴う海面上昇によ

る砂浜・干潟の侵食や養浜事業による気候変動
適応策のシナリオを用いたシミュレーション分析
を行い，環境質の変化が経済全体に及ぼす影
響や，気候変動適応策としての砂浜・干潟の侵
食に対する養浜事業の効果に関して，費用便
益分析の観点から明らかにする． 
 
４．研究成果 
(1)感度分析的シナリオによる数値実験 
砂浜浸食率が大きくなるにつれて，レクリエー

ション需要量の減少に伴い，等価変分（EV）及
び消費者余剰の差（ΔCS）は被害額として約 35
億円/年から約 550 億円/年まで共に大きくなる．
また，EV 及びΔCS はいずれのシナリオにおい
ても，ほぼ同じ値であることが分かる．このことは
各シナリオにおける所得及び合成財価格の変
化率が極めて小さいことに起因すると考えられる．
しかしながら，EV及びΔCSは極めて小さいなが
らも差は存在し，両者は一致していない．このこ
とは，EV において，部分均衡アプローチから導
出される消費者余剰では考慮されない価格変
化及び所得変化が，本研究により反映されてい
ることを意味している． 

次に，三村ら（1994）7)に基づく気候変動シナリ
オの数値実験結果に関して，0.30m，0.65m，
1.00mの海面上昇量により，本研究は 247億円/
年，440 億円/年，551 億円/年の被害額である
のに対して，大野ら（2009）8)による経済的被害
額は 522 億円/年，753 億円/年，832 億円/年と
大きく異なることが分かる．このことは，大野ら
（2009）8)による砂浜消失の経済的損失は，上述
したように，砂浜利用者と砂浜面積との比例関
係によって算出されることが，本研究の数値実
験の結果と大きく異なる原因である．また，極め
て簡易ではあるものの，本研究のレクリエーショ
ン需要関数を統合した応用一般均衡モデルは，
経済学的に説明が可能な価格，所得，需要量，
生産量（供給量）の動きを示していることから，そ
の意味において妥当性が確認されたと考えられ
る． 
 
(2)砂浜・干潟侵食シナリオによる数値実験 

図１より，気候変動に伴う海面上昇による砂
浜・干潟の侵食による経済的被害は，わが国全
体として，2031-2050 年の期間において 69 億円
/年から 86 億円/年，2081-2100 年の期間にお
いて，299億円/年から483億円/年と推定された．
特に，気候変動が進むと，北海道と東北地域を
除くほとんどの地域で砂浜・干潟の侵食による経
済的被害は大きくなることが示された． 

一方で，地域別の被害を見ると，温暖化があ
まり進まない RCP2.6 シナリオでは，2031-2050
年に沖縄県（16 億円/年），神奈川県（0.6 億円/
年），新潟県（0.6 億円/年），2081-2100 年に沖



縄県（88 億円/年），神奈川県（21 億円/年），山
口県（17 億円/年）での被害がそれぞれ大きい．
また，温暖化が進む RCP8.5 シナリオでは，
2031-2050年に沖縄県（21億円/年），神奈川県
（ 0.8 億円 /年），新潟県（ 0.6 億円 /年），
2081-2100年に沖縄県（88億円/年），神奈川県
（45 億円/年），新潟県（35 億円/年）での被害が
それぞれ大きい． 
 
(3)適応策としての養浜事業の費用便益分析 

図２より，気候変動適応策として砂浜・干潟の
侵食に対する養浜事業の効果（養浜事業の費
用と気候変動下で養浜事業を行うことによる便
益との比が 1.0 を超えることと定義）があった都
道府県は，温暖化があまり進まないRCP2.6シナ
リオでは，2031-2050 年の期間において存在し
なかったものの，2081-2100 年の期間において
は，佐賀県，熊本県，神奈川県，広島県，大阪
府の 5 府県と推定された． 

一方，温暖化が進む RCP8.5 シナリオでは，
2031-2050 年の期間において神奈川県のみで
あるのに対して，2081-2100 年の期間において，
佐賀県，熊本県，神奈川県，岡山県，富山県，
大阪府，広島県，和歌山県の 8 府県と推定され
た．特に，九州地方，近畿地方，瀬戸内海沿岸
に属する都道府県において，本研究の仮想的
な適応策が効果的であることが示された． 
 

(4)おわりに 
本研究は，①環境価値評価モデルとしての旅

行費用法および仮想市場法を整合性を持って
組み込んだ応用一般均衡モデルの開発，②自
然環境（砂浜・干潟）の物理的変化シナリオおよ
び政策シナリオを用いたシミュレーション分析に
よる経済評価を目的として分析を行った．目的
①において，これまで部分均衡アプローチでは
考慮できなかった環境や政策の変化に伴う価格
変化および所得変化を捉えることが可能となり，
より精度の高い便益計測を行うことができること
を示した．また，産業部門別の経済的影響を明
示的に評価することができるだけでなく，物理的
な環境変化や全国規模の保全政策に関わる費
用および便益の帰着を明らかにした．目的②に
おいて，費用便益分析を用いた気候変動適応
策の検討を行うことにより，政策の優先順位付け
の透明性を担保することが可能であることを示し
た．これは政策立案に資するとともに，IPCC や
CBD/COP（生物多様性条約締約国会議）への
科学的知見としても大いに貢献することができる
と考えられる． 

しかしながら，本研究ではいくつかの課題が
残るが，その中でも重要なものを示す．本研究
は自然環境の非市場価値を計測する仮想市場
法（CVM）に基づいた評価モデルを統合した応
用一般均衡モデルの理論的枠組みを示すこと
ができたものの，計算可能なモデルの構築まで
は至らなかった．本研究は，自然環境の変化を
砂浜・干潟の物理的な変化として捉えているが，
気候変動による砂浜・干潟の侵食の経済的被害
を計測するためには，砂浜・干潟のレクリエーシ
ョン価値だけでなく，砂浜・干潟の非利用価値を
も含んだ経済評価が必要である．そのため，本
研究による砂浜・干潟の侵食による経済的被害
の計測結果は，気候変動による砂浜・干潟のレ
クリエーション価値の喪失による経済的被害で
あり，砂浜・干潟が有するであろう他の価値につ
いては計測されていないことに注意が必要であ
る．今後はCVMに基づく評価モデルを統合した
計算可能なモデルによる評価が必要である． 
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